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Abstract
Hirofumi KAWABE １ , Kanami TSUGAMI ２ , Soichiro TAKAMOTO １ , Kenji SHIMIZU ３
（ Nishikyushu University Junior College1, Hanataka Kindergarten2, Hiroshima International University3 ）
Support for Parents of Children with Developmental Disorder Working in Early Childhood 
Education and Childcare (Vol.1)
  The purpose of this study was to clarify the tendency of issues related to parental support for 
early childhood education and childcare professionals related to children with developmental 
disabilities. The subjects of the survey were kindergartens and nursery schools in Saga Prefecture, 
and 148 responses were obtained (recovery rate 47%). In this paper, only the quantified data was 
analyzed. As a result, it was found that related kindergartens and nursery schools attach great 
importance to parental support and implement various support. On the other hand, there was an 
opinion that there is a gap in understanding the characteristics of children between parents and 
childcare workers. As a future task, it was pointed out that the childcare workers who are closest 
to parents and children should establish a support system that can cooperate while playing a 
central role in supporting parents.


















































































幼稚園 16 か所、認定こども園 42 か所だった。入所・入
園定員数の平均は 122 名（25 ～ 400 名）、教職員数の平









































































あまりない, 30 園, 
21%
よくある, 103 園, 
72%









































































立てている 68 十分に対応 7
































































































































































































































































































坂・姉崎（2011) ６）は三重県 A 市の小学校を対象とし
た個別の教育支援計画と個別の指導計画の両計画の開示
について調査している。その結果、A 市内で半数強の
学校が、保護者に計画書を見せずに口頭のみで説明して
いることが課題となっている。前述したように、保育者
が口頭のみで引き継ぐことによるリスクを避けるため、
個別の支援計画に、保護者支援の情報を引継ぐ為のシー
トを追加することが必要であると思われる。具体的には、
保護者の子ども理解や家庭の状況といった内容に絞り、
就学先の職員が読みやすく、活用しやすいものであるこ
とが望ましい。
本研究の背景にある研究ブランディング事業の大きな
柱として、「発達障害児の保護者が話しやすい相談支援
環境の整備をして、安定した家庭生活を支えることがで
きるような地域モデルを提示し、二次障害予防を目指し
たい」を掲げている。二次障害を予防するためには、保
護者を含む関係者が、日頃から密に情報共有と連携を行
えるようなチーム支援体制づくりが大切である。
今後は、保護者や子どもにとって最も身近な保育者が、
保護者支援の中心的役割を担いながら縦横の連携がとれ
るような支援体制を整えていくことが、発達障害児の保
護者の負担感や疲労感の軽減につながることを期待しな
がら、実践研究を重ね、これらの課題に取り組んでいき
たいと考える。
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・発達障害のある子どもへの切れ目ない支援（幼児期から大人まで）の必要性。
・地域での生活支援の視点に【性別、年齢、障害の状態、生活の実態に応じて】が追加。
・発達障害の子どもの家族・関係者への相談支援、情報の提供
・個別の教育支援計画・個別の指導計画の作成の推進、いじめの防止
発達障害のある子どもに関する二次障害予防を目的とした
幼児期の取組は不十分
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・子ども発達支援士や保育者を主な対象とし
た保護者相談における課題分析と支援方法に
関する研究
・発達障害のある幼児の食行動に関する研究
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・発達障害のある幼児の保護者を対象と
した食支援を中心とした事例研究
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幼児保育学科が主体
地域生活支援学科（食生活支援コース）と
地域生活支援学科（多文化生活支援コース）が主体
地域生活支援学科（福祉生活支援コース）が主体
還
元
事業目的
本学の有する資源（ヒト・モノ）を有機的に活用し、実践研究を行い、その成果を地域に還元することに
より地域の発達障害のある幼児の二次障害予防に向けたプログラム開発を目的とする。
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究
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果
の
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検
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アセスメント、課題の抽出
（H29-H30）
計画・実践
（H30-H31）
継続実践
（H32）
モデル確立・成果報告
（H33 ）
現状の課題
発達障害児の二次障害予防の実践研究
自治体等に
還元
自治体・地域
※ 1　研究ブランディング事業のポンチ絵
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注釈）
※ 1　「発達障害児の二次障害予防の支援研究～二次障
害を予防し関係者の負担軽減を目指すために～」平
成 29 年度文部科学省私立大学研究ブランディング
事業　ポンチ絵を示す。
　　　本事業では、本学の有する資源（ヒト・モノ）を
有機的に活用し、実践研究を行い、その成果を地域
に還元することにより地域の発達障害のある幼児の
二次障害予防に向けたプログラム開発を目的とし
た。
※ 2　半構造化面接
　　　予め質問を用意しておくが、被面接者の状況や回
答に応じて、質問の表現、順序、内容を変化させる
面接法。構造化面接と非構造化面接の特徴を併せ
持った面接技法。なお、構造化面接は、必要な情報
を一定の基準で得るために、あらかじめ設定された
質問項目にしたがって行う面接法である。心理学辞
典（有斐閣）より一部引用
※ 3　外部機関
　　　この場合の外部機関とは保育者が発達相談する際
の機関、具体的には児童発達支援センター、特別支
援学校、小学校、行政機関等を示している。
